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ニュース 
 

 

 自治体キャラバン 5/20  諏訪市と懇談 

諏訪社保協は 20日、諏訪市との懇談を実施しました。 

◎マイナ保険証・・現行保険証の存続を 

市からは「７月は従来の（国保）保険証を配布するが、

12 月以降は新規発行ができなくなり、マイナ保険証の無い

人には“資格確認証”を渡すことになる。国保の保険者

（市）としては今まで通り受診できるように取り組み、高齢者

や障がい等で申請できない人への対応は、国の指針が出てい

ない段階」と答えました。医療・介護現場の実態を紹介し現

行保険証の存続を求めました。 

◎医療・介護・福祉の供給体制への支援では、共立病院、

こころから、５類移行後１年経過しても、クラスターが発生し

ているが、月末で支援が終了している。現在、衛生資材等も

食器も施設負担になっており、行政からの援助を求めました。

また、伊藤副会長からは医療・介護労働者の立場から、リハ

職員も看護の後方支援に回り、自身・患者への感染リスクの

ストレス、発熱で「寒い」患者さんの一方、スタッフは予防衣で

暑く、労働環境の高ストレス状態を訴え、現場は未だ大変な

状況であることを県・国にあげて、補助金の復活も求めまし

た。部長からは「国・県が支援制度を打ち切ったが、市は国・

県の施策を見ながら、小回りが利かない分を市が対応するこ

とになる。感染が今もあることを承知している。現場の声を国・

県に届けていきたい。」と答えました。 

◎諏訪地域の医療体制の拡充では、共立病院での無料低

額診療事業利用者での諏訪市民の方の受診事例を紹介

し、市が補助している公的病院である日赤等へ無低診事業を

提案すべきではと対応を求めました。「意見として聞く」となりま

したが、後日回答することになりました。 

◎国保税の改定では、諏訪市は昨年、要望に応えて国保税

率を下げました。しかし県の統一化で今後、応益割（均等割

＋世帯割）を上げていく計画です。これでは低所得世帯や多

子世帯などは負担感が高くなり、今後生活がさらに苦しくなる

方々を増やす為、回避してもらいたいと要望しました。 

◎介護保険の改定では、訪問介護の報酬引下げについて、こ

ころより「改定は在宅介護が見棄てられた気持ちだ。月 6、

700件あった訪問介護がヘルパー不足で 450件に減少し、こ

のまま続けられるか心配の声が出ている。市は実態をどう掴ん

でいるのか。」市からは「特に調査していないが、ケアマネやヘル

パーの高齢化問題、成り手がいないことから、在宅支援を担え

るボランティアの育成につながるよう支援したい。10期改定では

処遇改善につなげたい」と答えました。こころ金子理事長からは

「いかに在宅を充実させるかで施設に行かなくて済み、保険料

も上げなくて済む。施設よりも家が良いんですよ」と在宅介護の

重要性を語り、国・県への対応を求めました。 

◎生活保護の改善では、市発行の「生活保護のしおり」を社

保協の意見も聞いて改定することが分かりました。さらには福祉

医療費の完全窓口無料化を子どもから障がい者にも広げる

事、学校給食の無償化などについても要望しました。 

 

諏訪市との懇談（5/20 諏訪市役所会議室）出席者、社保協側：伊藤副会長、備前、社会福祉法人こころ・金子理事

長、沖島、金子（敦）、中澤 共立病院・西村、太田、川口、新婦人・後藤、宮坂 諏訪民商・清水、共産党市議団・井上、大

津 14 名。市側：守屋健康福祉部長、大舘市民環境部長以下 12 名参加。（敬称略）  



  

厚労省は４月から訪問介護費を引下げました。この影響

で小規模・零細事業所が経営難に陥り、在宅介護の基盤

が壊滅的になる恐れがあります。2023 年の訪問介護事業

所の倒産は６７件と過去最多を更新しました。厚労省は引

下げの理由に訪問介護の利益率が高いことをあげています

が、これはヘルパーが効率的に訪問できる高齢者の集合住

宅併設型や、都市部の大手事業所が高利益率で「平均

値」を上げているためであり、全国の 36.7％は赤字であるの

に、データを都合よく利用して進めました。（下図） 

訪問介護費の引下げ撤回と介護報酬引き上げ再
改定を求める請願書を６月市町村議会に提出 

5/31県社保協記者会見（県庁） 

6/1 春の国保改善運動交流集会（中央社保協、ｵﾝﾗｲﾝ） 

6/3介護署名提出院内集会・国会行動(ｵﾝﾗｲﾝ併) 

6/5～21 ６市町村議会請願提書意見陳述 

6/14県社保協運営委員会 

7/21現行の保険証の存続を求める県民集会（ｵﾝﾗｲﾝ併） 

8/29 諏訪社保協第 11回総会（予定） 

議  会 共同請願者（法人理事長） 紹介議員（敬称略） 審査日時 

岡谷市 南信勤医協、共立福祉会 早出 すみ子 6/21 頃 

諏訪市 社会福祉法人こころ 井上 登  6/7  9 時～ 

茅野市 NPO法人福寿草 望月 克治  6/12 13 時半～ 

下諏訪町 南信勤医協、共立福祉会 松井 節夫  6/13 10 時半～ 

富士見町 社会福祉法人ひなたぼっこ 山口 肇  6/5 13 時半～ 

原村 〃 村田 俊広  6/7 又は 10 

 

現場では長年訪問介護の基本報酬を引き下げてきた結

果、ヘルパーの基本給は常勤でも全産業平均を６万円も下

回る実態と、有効求人倍率１５．５倍という異常で慢性

的な人手不足が解消されず、ここに新型コロナ感染拡大が

離職に拍車をかけています。政府は処遇改善加算でカバー

できるとしていますが、既に加算されている事業所は基本報

酬引下げで減収となるうえ、加算は算定要件が複雑で厳し

いものが多く、基本報酬引下げをカバーできない事業所が出

ると言われています。 

県社保協の全県訪問介護事業所アンケートでも 

「納得できない」が９割越え 

今回、県社保協では

３月の報酬改定直後に

全県４８２の訪問介護

事業所あてにアンケート

調査を行い、今回の介

護報酬改定についての意

見を集約してました。５月末までに 213 事業所から回答を

得（回収率 44.2％）ました。この中では、基本報酬の引

き上げについて「納得できない」が 91.1％と圧倒的に占め、

また、新たな処遇改善加算は規模の大きな事業所ほど算

定でき、小規模ほど加算算定が煩雑で困難な傾向であるこ

とが分かります。これらのことが 44％を超える回答され、確度

の高いアンケートと言えます。５/31 には県庁で県民医連と

記者会見を行います。 

諏訪地域でも山間地域での訪問介護撤退の情報 

諏訪社保協の聴き取りでは、別荘地からの訪問介護の

依頼を断っているとか、今年に入って別荘地を担当してきた

訪問介護事業所２者が撤退したとの情報を入手、遠方の

依頼には応えられない状況がわかっています。特に中山間地

域では在宅の介護が維持できない状況になってしまいます。 

諏訪社保協は、６月市町村議会に対して、国に訪問介

護費引下げ撤回と介護報酬引き上げの再改定を求める請

願書を各市町村の民医連法人と共同で提出しました。紹

介議員、意見陳述の日程は以下の通りで、採択を求めてい

きます。みなさんも議会（委員会）の傍聴で採択されるよう

注目・応援をお願いします。 

基本報酬引下げどう思う？ 

今

後

の
日

程 

 

現行の保険証存続を 

求める県民集会 

講演 

「マイナ保険証の罠」 

日時： ７月 21 日（日）

13：30～15：45 

場所：JA長野県ビル 12F 

         オンライン配信あり 

 

 

講師 荻原博子 氏 

講師：県出身経済ｼﾞｬｰﾅﾘｽﾄ 

  荻原 博子 


